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　　c.防火地域、準防火地域

市街地の火災の危険を防除するため定める地域で、一定の建築物を耐火建築物や準耐火建

築物とするもの。一定の範囲に面的に指定する場合（集団式）と、幹線沿道に一定幅で指定

する場合（路線式）がある（都市計画法第９条、建築基準法 61、62条）。

　②都市公園法

　大気汚染、騒音、振動、悪臭等の公害の防止、コンビナート地帯等の災害の防止及び幹線

道路の沿道における生活環境の保全を目的とし、背後の一般市街地との間に緩衝となる緑地

を配置する。既設もしくは供用されることが確実である幹線道路の周辺の地域で、道路交通

騒音を防止又は緩和するために地方公共団体が整備を行う。

　③幹線道路の沿道の整備に関する法律（沿道法）　［詳細は資料１２参照］

まちづくりと一体となって、より良い沿道環境の整備を図るため、「幹線道路の沿道の整

備に関する法律」が制定され、道路交通騒音が沿道の生活環境に著しい影響を及ぼすおそれ

がある等の道路を都道府県知事が「沿道整備道路」として指定し、沿道整備促進のための防

音化の促進などの対策を行っている。

　④「高速自動車国道等の周辺における自動車交通騒音に係る障害の防止について」に基づく防

音工事等の助成　［詳細は資料１２参照］

　高速自動車国道等の周辺の高騒音地域において、適切な道路構造上の対策を実施してもな

お自動車交通騒音に係る障害が著しい住宅に対し、防音工事の助成等を実施する。
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（参　考）

　（１）都市計画法
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（２）都市公園法


